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小寺 彰 

 

Ⅰ．事実の概要 

１．１９９８年９月３０日に、米国の鉄鋼メーカー１２社と２つの鉄鋼労働組合は、日本、

ブラジル、ロシア製の熱延鋼板に対してダンピング提訴を行った。提訴を受けて、１９

９９年４月２８日に、米国商務省（ＤＯＣ）は、提訴された熱延鋼板に対してダンピン

グ認定を行い、その後、１９９９年６月１１日には、米国国際貿易委員会（ＩＴＣ）が

国内産業に損害を認定した。そして１９９９年６月２９日にＤＯＣは提訴産品に対して、

ダンピング防止（ＡＤ）税の最終的な賦課決定を行った。日本産熱延鋼板に対して行わ

れたＡＤ税率は、新日本製鐵：１９．６５％、日本鋼管：１７．８６％、川崎製鉄：６

７．１４％、その他：２９．３０％であった。 

 

２．上記の日本製熱延鋼板に対するＡＤ税賦課手続について、日本政府は、ダンピング防

止（ＡＤ）協定違反、ＧＡＴＴ１０条３項違反を主張して、ＷＴＯ紛争解決機関（ＤＳ

Ｂ）に申立を行った。具体的には、まず１９９９年１１月１８日に、日本政府はアメリ

カ政府に対して、上記のＡＤ措置およびアメリカ政府によるＡＤ法の運用について協議

申請を行った。日米間の協議によって紛争が解決しなかったために、２０００年２月１

１日に日本政府は小委員会（パネル）設置を要請し、同年３月２０日にパネルが設置さ

れた。 

 

Ⅱ．パネル判断 

 本件パネル判断は、①アメリカが提起した先決問題、②審査基準、③日本の主張の審

査と④アメリカ政府のＡＤ措置およびＡＤ法のＡＤ協定およびＧＡＴＴ整合性に関する

部分の４つに分かれる。 
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１．先決問題 

 先決問題としてアメリカ政府が主張したのは、次の２点である。 

 

１）調査当局に提出されていない証拠の排除 

   アメリカ政府は、日本政府がパネルに申し立てた主張の中にはＡＤ手続時にアメリ

カ政府が入手しえなかったものがあり、パネルはそれらを無視すべきだと主張した。 

   パネルの判断は、次の通りである。紛争解決了解１１条（客観的審査）およびＡＤ

協定１７．５（ⅱ）によって、ＡＤ当局が得られなかった新たな証拠をパネルが採用

して、「新規の審査（de novo review）」を行うことはできない。しかし、日本政府

は熱延鋼板に関するＡＤ措置とともに、アメリカ政府によるＡＤ法の運用を問題にし

ており、後者についてはアメリカ政府が排除を要求する証拠は排除されなかった。 

 

２）パネルの付託条項で申立てられていない主張 

   アメリカ政府は、日本政府が問題にしている、adverse facts available（「知ること

ができた事実」）に関するＤＯＣの「一般方式（general practice）」は、日本政府が

ＤＳＢに申し立てたＡＤ措置およびＡＤ法ではなく、パネルの管轄外だと主張した。 

   パネルは、日本政府の主張する「一般方式」がアメリカの法令や規則等において明

示されているものではなく、またたとえそれが特定できるものだとしても、日本政府

のパネル設置要請にはＡＤ措置とＡＤ法しか記載されておらず、その中には「一般方

式」は含まれないと判断した。 

 

２．審査基準 

 審査基準については、事実認定に関するＡＤ協定１７．６（ⅰ）と協定解釈に関する

１７．６（ⅱ）が議論された。 

  事実認定に関しては、日本政府はすべての関係情報をＡＤ当局が考慮したかどうかが

問題になるとしたのに対して、アメリカ政府は、事実認定が適切であり、かつ評価が客

観的であれば足りると主張した。パネルは、事実認定が適切か否かは、ＡＤ当局がすべ

ての関係情報を考慮したか否かを問題にするものではなく、ＡＤ当局が適切に事実認定

を行い、かつ客観的に評価すれば足りると判断した。 

 解釈に関しては、日本政府がウィーン条約法条約を適用すれば唯一の条文解釈が導か
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れるはずだと主張した。それに対してアメリカ政府は、ＡＤ協定１７．６（ⅱ）は最善

の解釈がある場合であっても、それ以外に許容される解釈がある場合にはそれを許すも

のと解釈すべきだ反論した。パネルは、ＡＤ協定はウィーン条約法条約に基づいて解釈

し、その結果複数の解釈が許容される場合には、それらを認めるのが１７．６（ⅱ）の

解釈だと述べた。（この判断は、日米双方のいずれの議論にも組みしなかったとみるべ

きである－筆者） 

 またパネルは当事国が言及しなかった立証についても踏み込んだ。すなわち、日本政

府がまずアメリカのＡＤ措置のＷＴＯ不適合性を一応（prima facie）論証し、それを受

けてアメリカ政府がそれに反論しなければならず、この応酬のうえでそれぞれの議論お

よび証拠を判断・評価するのがパネルの任務だとした。 

 

３．日本の主張の審査 

   日本政府が多岐にわたる主張を展開したが、それに対してパネルは、上級委（サケ事

件＊１）の判断を引用しながら、紛争解決に必要なかぎりで判断すべきであり、すべての

主張を判断する必要はないとした。 

 

４．ダンピングマージンの計算 

１）ＤＯＣのダンピングマージンの計算について、ＤＯＣが新日鐵および日本鋼管につ

いて一部の情報が締切日までに提出されなかったためにＤＯＣが「知ることができた

事実に基づく認定」を行ったことが、ＡＤ協定６．８に違反すると日本政府は主張し

た。この主張に対してパネルの行った判断は次の通り。新日鐵等による情報の提出が

ＤＯＣの設定した締切を徒過したという理由だけで、「知ることができた事実に基づ

く認定」を行ったことは、ＡＤ協定６．８に違反する。また川崎製鉄が、合弁企業で

あるＣＳＩの資料を出さなかったことは、「協力」しなかったことには該当せず、し

たがって「協力」しなかったことをもって当該企業を不利に扱ってもよいとするＡＤ

協定付属書Ⅱ第７項を適用するための基礎を欠いており、そのために「知ることがで

きた事実に基づく認定」を川崎製鉄の製品に対して行ったことは、ＡＤ協定６．８に

違反する。 
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２）ＡＤ協定９．４は、ダンピングマージンの計算においては「知ることができた事実

に基づく認定」分を排除しなければならないと規定する。パネルは、アメリカ関税法

735(c)(5)が「知ることができた事実に基づく認定」をダンピングマージンの計算にお

いて含むことを要求しており、アメリカ関税法の該当規定がＡＤ協定９．４に反する

と判断した。 

 

３）正常価額への、子会社販売価格の除外および「川下販売」への代替のＡＤ協定適合

性について、パネルは次のように判断した。ＤＯＣは、「正常価額」の決定に当たっ

て子会社への販売を除外し、それを「川下」への販売によって代替させているが（独

立事業者基準）、この方法で計算される価額は本来の「通常価額」より低額になり、

また「川下販売」は子会社の販売価額であって当該企業の「通常価額」には当たらな

い以上、この方式によって計算したＤＯＣ決定はＡＤ協定２条に反する。 

 

４）アメリカ政府の「暫定的な緊急事態決定（preliminary critical circumstances determi

nation）」がＡＤ協定１０．１、１０．６、１０．７に反すると、日本政府は主張し

た。まず、関税法733(e)(1)がＡＤ協定１０．７に反するという日本政府の主張に対し

ては、パネルは次のように判断した。法令自身がＷＴＯ協定に反するというためには、

それが義務的なものであって加盟国にＷＴＯ協定違反を命ずるものでなければなら

ないが、関税法733(e)(1)中の証拠の程度を表す表現はＡＤ協定とは異なるが、それに

よって法令が加盟国にＡＤ協定違反を命じているとは言えず、また当該法令に従えば

ＡＤ協定違反が常に起こるわけではない。したがって、関税法733(e)(1)はＡＤ協定１

０．７に反するものではない。 

   次に、ＤＯＣの決定が「十分な証拠」に基づいておらず、ＡＤ協定１０．７の条件

を満たさず、ＡＤ協定１０．１に反するとの日本政府の主張に対しては、パネルは、

ＤＯＣの決定は「十分な証拠」に基づいており、ＡＤ協定１０．７の条件に合致し、

ＡＤ協定１０．１と非整合だとは言えないと判断した。 

 

６．損害の決定と因果関係 

１）自社消費（キャプティブ生産） 

   アメリカ関税法７７１（７）（ｃ）（ⅳ）は、生産物の一部が自社消費される場合
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には、それ以外の商品市場にまず焦点を当てて（primary focus）損害を評価すること

を要求しており、ダンピング輸入と損害に因果関係を要求するＡＤ協定３．５、およ

び国内産業とは国内産業全体をさすとするＡＤ協定４．１に反すると日本政府は主張

した。この主張に対して、パネルは次のように判断した。ＡＤ協定３．５および４．

１は全体としての国内産業に対する損害を評価すべきことを要求しているだけであ

って、具体的な損害認定方法まで指示しておらず、アメリカ関税法７７１（７）（ｃ）

（ⅳ）が規定上ＡＤ協定３条または４条に反するものではない。また本件の熱延鋼板

ダンピングのＩＴＣ損害認定の際にも、ＩＴＣは国内産業全体のデータを考慮してお

り、関税法の運用においてもＡＤ協定３条または４条に反するものではない。 

 

２）ＩＴＣの損害及び因果関係分析におけるＡＤ協定３条違反 

   ＩＴＣが調査期間３年のうち２年分しか検討しなかったことは、「すべての経済的

な要因及び指標」を検討しなければならないというＡＤ協定３．４および客観的な検

討を規定する同３．１に反すると日本政府は主張した。この主張に対して、パネルは、

ＩＴＣがデータを集めた３年間のうち、ダンピングの影響が顕著に出た２年分につい

て詳細な分析を施したにすぎず、ＩＴＣは、全調査期間をカバーするデータを適切に

議論し、かつ評価したと捉えることができ、前記諸規定に反するものではないと判断

した。 

   また日本政府は、ＩＴＣが、国内産業に影響を与えた他の要素（アメリカ国内産業

による供給能力の拡大と供給過剰）を無視し、またこの要素によって発生した損害を

ダンピングに帰責したとしてＡＤ協定３．５に反すると主張した。これらの諸点につ

いてパネルは次のように判断した。 

   まず前者については、ＩＴＣはこれらの点を考慮しており、ＡＤ協定３．５に従っ

ている。また後者については、日本政府はダンピングと損害との因果関係以外に、３．

５は、損害と「他の要素」（労働者ストライキや企業間競争の激化）の因果関係を検

討することを要求していると解釈するが、この日本政府の解釈は間違っており、３．

５ではダンピングと損害の因果関係さえ検討すれば足りる。ＩＴＣの検討は、「他の

要素」も考慮したうで、ダンピングと損害の因果関係を分析しておりＡＤ協定3.5に合

致する。 
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７．ＧＡＴＴ１９９４ 10条３違反 

 ＤＯＣは日本企業のデータ提出が期限を徒過したり、日本企業が提出することが困難

な米国企業のデータを提出しないことに対して厳しく対応し、「知り得た事実に基づく

認定」を適用して高いダンピングマージンを算出し、またＩＴＣは米国企業が期限を遅

れて提出したデータも採用したうえ、日本企業に当該データへの反論機会を与えなかっ

たことがＧＡＴＴ１９９４・１０条３項に反すると日本政府は主張した。これらの点に

ついては、パネルは、ＩＴＣの行為でＡＤ協定不整合でないものについて、ＧＡＴＴ１

９９４違反を結論することはできないと判断した。 

 

Ⅲ．上級委員会判断 

１．日米両政府の申立て 

 本件は、日米両政府が、下記の論点についてパネル判断の審査を上級委員会に申立て

た。両政府の申立ては次の通りである。 

 まず、アメリカ政府の申立ては、①「知ることができた事実に基づく認定」がＡＤ協

定6.8および付録Ⅱに整合している、②関税法735(c)(5)(A)が、ＡＤ協定9.4, 18.4およびＷ

ＴＯ協定14.4に整合している、③（ⅰ）関連者向け販売または（ⅱ）川下の販売を計算

の基準にすることがＡＤ協定2.1と整合しているという諸点である。 

 次に、日本政府の申立ては、①自社消費（キャプティブ）規定がＡＤ協定不整合か、

②自国産業の損害の認定に当たって「他の要素」を検討しないことがＡＤ協定３．５に

整合しないという主張、および③パネルが判断しなかった論点についての審査を求める

ものであった。 

 

２．上級委員会判断 

１）審査基準 

   上級委員会は、両政府の申立審査の前提としてパネルの審査方法について議論した。

上級委員会は、①ＡＤ協定上の審査基準とＤＳＵ１１が規定する「客観的検討」の間

には矛盾はなく、②ＡＤ協定１７．６（ⅰ）は調査当局の事実認定の適正性の判断を

要求し、同（ⅱ）一つの許される解釈を採用したときは協定整合的と判断することを

規定するものであるというパネルの判断を肯定した。ＡＤ協定１７．６はＤＳＵ１１

に代替するものではなく、それを補完するものだというのである。 
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２）ＡＤ協定6.8 

   アメリカ政府の申立てに関わるＡＤ協定６．８違反について、上級委員会は次のよ

うな判断を下した。情報の提出日に締切を設定することができるが、その延長は認め

られなければならず、本件では締切の徒過のみによってＮＳＣ等の提出データを用い

なかったことは、ＡＤ協定６．８に反すると結論し、パネルの判断を肯定した。 

   また川崎製鉄が合弁企業の情報を提出しなかったことをもって川崎製鉄が「不協

力」だと判断したが、この判断は合理的な理解を越えているとし、パネルの判断を肯

定した。 

 

３）ＡＤ協定９．４ 

   ＡＤ協定９．４は、「他のすべての」輸出者に適用すべきダンピング率の天井を計

算するための規定であるが、その計算の際に「知ることができた事実」を含んではい

けないという規定は、すべてのダンピングマージンが「知ることができた事実」によ

っている場合に限られるとアメリカ政府は主張した。それに対して上級委員会は、

「知ることができた事実」を含んではいけないという場合をこのように限定する謂れ

はなく、ダンピングマージンの算定は、調査によって確定したダンピングマージンの

みによるべきだと判断した。 

 

４）「通常の商取引」 

   アメリカ政府が申し立てた「独立事業者基準」について、上級委員会は次のように

判断した。ＡＤ協定２．１は、調査当局に「通常の商取引」ではない取引の価額を正

常価額の算定の際に算入しないことを要求している。ＤＯＣは「独立事業者テスト（9

9.5パーセントテスト）」によって低価格の販売を除外したが、他方、「通常の商取引」

から除外されるべき高価格の販売は除外しておらず、低価格で販売されたものと高価

格で販売されたものを平等に扱っておらず、したがって「独立事業者基準（99.5パー

セントテスト）」はＡＤ協定２．１に反する。 

   他方、「川下販売価格」については次のように判断した。ＡＤ協定２．１は正常価

額を算定する際に、①取引が「通常の商取引」でなければならないこと、②同種の産

品でなければならないこと、③産品が輸入国で消費されなければならないこと、④価
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格が比較可能なこと（comparability）を要求していて、誰が取引の当事者でなければ

ならないかは要求していない。「川下価格」を使うことは価格が比較可能か否かに関

わっていて「川下価格」であることを理由に正常価額の算定に使ってはいけないわけ

ではなく、本件では日米両政府とも「川下価格」が「通常の商取引」価格だったこと

を認めており、したがってアメリカ政府の措置はＡＤ協定２．１に整合的である。こ

の判断に基づいて上級委員会は、この点に関するパネル判断を取り消した。 

 

５）自家消費規定 

   日本政府が申し立てた「自家消費」規定のＡＤ協定不整合については、上級委員会

は次のように判断して、パネルの判断を覆した。ダンピングによる損害認定は「客観

的な検討に基づいて行」（ＡＤ協定3.1）わなければならないが、①関税法中の自家消

費（キャプティブ）規定は調査当局に適切な評価をさせない可能性をもつものと考え

られる以上、自家消費規定自体がＡＤ協定3.1に違反し、さらに、②ＩＴＣが自家消費

市場を検討しなかったことに対してＩＴＣが適切な説明を行っていない以上、ＩＴＣ

の措置がＡＤ協定3.1、3.4に反する。 

 

６）因果関係 

   日本政府の主張したダンピングと自国産業の損害の因果関係について、上級委員会

は次のように判断した。ＡＤ協定３．５は日本政府が主張するように、「他の要素」

がダンピングに寄与しているか否かを分離して判断することを要求しており、それを

要求しないとしたパネル解釈は間違いだとした。ただし、アメリカ政府の措置がＡＤ

協定3.5に反しているか否かについては、事実関係が不明瞭なので判断できない。 

 

７）その他 

   パネルが訴訟経済に基づいて判断しなかった諸点（「知ることができた事実に基づ

く認定」や独立事業者基準）について判断を求めた日本政府の申立について、上級委

員会は次のように判断した。上記の主張のうち上級委員会がパネル判断を覆した場合

に解釈が必要な諸点については、問題の解釈を覆していない以上判断は不要である。

  他方、「川下の販売」に関するＡＤ協定2.4適合性については、判断の材料がないと

して実体的な判断を控えた。 
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Ⅳ．解説 

１．本件の重要性 

 本件は、アメリカ政府が日本の鉄鋼企業に対して行ったダンピング認定をめぐって、

日本政府がアメリカ政府をＷＴＯ紛争解決手続に訴えた事案である。内容的にはＡＤ協

定に関するきわめてテクニカルな解釈上の対立として争われた。しかし、実態はアメリ

カ政府によって執られたダンピング手続の「不公正感」を、現行ＡＤ協定を手がかりに

して日本政府が戦いを挑み、実質上勝利を収めた事案である。アメリカのダンピング手

続の「不公正感」は一目でＡＤ協定に反するとは言えないために、「不公正感」をどの

ようにＡＤ協定上位置づけるかは困難な仕事であったと想像される。 

 従来アメリカ政府等がダンピング手続を進めていく際に対象となった日本企業がも

つ「不公正感」はＡＤ協定の改正によって正すほかないという気持ちをもつ関係者も多

かった。しかし、本件において多くの論点でＷＴＯ紛争解決手続が日本政府の解釈に軍

配を上たことによって、ＡＤ協定が実際上規制しうる範囲が相当に広範囲に及んでいる

ことが明らかになった。つまりＡＤ措置発動の濫用がダンピング規制の最大の論点であ

るが、本件は現行ＡＤ協定がこの面で相当な規制力を持つことを明らかにしたものであ

り、この点が本ケースにおいてもっとも注意すべき点であろう。 

 この点は具体的には、①アメリカのＡＤ調査手続における締切後に提出された情報の

取扱や、②「知ることができた事実（adverse facts available）」、③正常価額認定にお

ける子会社分や④損害認定における自家消費分の扱いに見られる。 

 たとえば情報提出の締切日については、アメリカのＡＤ調査手続ではデータ提出につ

いてアメリカの提訴企業に対しては締切日を大目に見て締切日後のデータも受理した

のに対して、提訴された日本企業に対しては締切日後に提出されたデータは受理せず、

そのデータに代えて「知ることができた事実」を用いるという、いわば「不公平」があ

った。この問題に対して、日米企業間の差別という切り口ではなく、合理的な期間内に

提出されたデータであれば締切日後であっても受理する義務が生ずるという形でアメ

リカ政府の「不公平」をＡＤ協定に照らして断罪した。「知ることができた事実 

（adverse facts available）」の安易な採用を否定させたことも同様の文脈から理解できる。 

 

２．ＡＤ協定１７．６－審査基準 

 本件で総論的な意味をもつものとして注目に値するのは、ＡＤ協定１７．６（審査基
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準）とＤＳＵ１１の「客観的審査」の関係が議論された点である。ＡＤ協定ではＷＴＯ

紛争解決手続について特別の審査基準が設けられたが、当初期待または危惧された効果

は発生せず、パネルも上級委員会も一般の紛争処理案件と同様のアプローチをとること

が多かった。アメリカ政府はこのような態度を嫌い、いわばＡＤ協定１７．６がＤＳＵ

１１に置き換わると考えるような主張を行った。それに対してパネルはアメリカ政府の

主張を支持するとも、また支持しないとも言えない、形式的な判断を下した。それに対

して、上級委員会は一歩踏み込んで、ダンピング案件でもあくまでＤＳＵ１１が適用さ

れるのであって、ＡＤ協定１７．６はそれを支えるものだという理論的な整理を行い、

原理的にはアメリカ政府の主張を退けた。ただし、ＡＤ協定１７．６がＤＳＵ１１を支

えるということが何を意味するかは、本件では明らかになっていない。 

 

３．因果関係の認定における「他の要素」 

 ダンピング認定において、ダンピングと損害との因果関係をどのように特定するかは

難しい問題である。通常、ダンピングが問題になる状況では、そもそも製品市況が悪化

していて国内産業に損害が発生すると同時に、輸出側も安値で輸出せざるをえない状況

に追い込まれていることも多い。むしろダンピングと評価される安値輸出は、製品市況

の軟化によって引き起こされたものであり、製品市況こそが国内産業の損害の原因であ

ることも多い。そこでダンピングと国内産業の損害との間の因果関係の認定が重要にな

る。 

 この点についてパネルは、ダンピングと国内産業の損害の因果関係が認定されれば、

国内産業の損害に「他の要素」がどのように働いているかを検討する必要はないという

立場を採った。それに対して上級委員会は、国内産業の損害に「他の要素」がどのよう

に働いたかを個々に取り出して分析しなければならないと判断した。パネルの判断も上

級委員会の判断も、結局はダンピングと国内産業の損害の因果関係を認定することを求

めていることにほかならないが、上級委員会の立場は、ダンピングと国内産業の因果関

係の認定をより慎重に行うことを求めたものだと言える。 

【注】 

                                                
＊１ Appellate Body Report, Austlaria-Measures Affecting Inportation of Salmon, 

WT/DS18/AB/R, adopted 6 November 1998  


